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連結子会社（孫会社）の異動（株式譲渡）に関するお知らせ 

 

 当社の連結子会社である株式会社 Candle（東京都渋谷区 代表取締役 CEO：金 靖征）は

本日開催の取締役会において、同社が 86.5％の株式を保有する株式会社 MimiTV（東京都渋

谷区 代表取締役：山下 主暉。以下、MimiTV）の全株式を、トレンダーズ株式会社（東京

都渋谷区 代表取締役 社長執行役員 CEO：岡本 伊久男）へ譲渡することを決議いたしまし

たので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

 

記 

 

１．株式譲渡の理由 

CROOZ グループにおいて新規事業創出企業と位置づけております連結子会社の株式会社

Candle は新規事業チャレンジの一環として、動画メディアの企画・開発・運営を行う株式

会社 MimiTV を平成 29 年 5 月に設立し事業拡大を図ってまいりましたが、今般同社の株式

をトレンダーズ株式会社へ売却し、その他の事業へ経営資源を集中させることが、MimiTV の

発展においても、株式会社 Candle の事業拡大においても最善であるという判断をしたもの

です。 

「次世代型マイクロマーケティングカンパニー」を標榜するトレンダーズ株式会社では、

MimiTV が有する美容動画メディア運営・コンテンツ制作等のノウハウを獲得することによ

りマーケティング事業の更なる拡大を図り、株式会社 Candle においては複数の新規事業を

創出する中で、注力する事業の優先順位付けができるという双方にメリットがある取り組

みと考えております。 

 

２．異動する連結子会社（孫会社）の概要 

（1）名称 株式会社 MimiTV 

（2）所在地 東京都渋谷区神南 1丁目 12 番 16 号 アジアビル 7階 

（3）代表者の役職・氏名 代表取締役 山下 主暉 

（4）事業内容 動画メディアの企画、開発、運営等 

（5）資本金 5,940 万円 

（6）設立年月日 平成 29 年 5 月 25 日 

（7）大株主及び持ち株比率 株式会社 Candle（当社の 100％子会社） 86.50％ 



 

（8）上場会社と当該会社と

の間の関係 

資本関係 当社は 100％子会社を通して当該会社の

86.5％の株式を所有しております 

人的関係 当社の子会社の役員 2 名が当該会社の取

締役を務めております 

取引関係 該当事項はありません 

（9）当該会社の最近 3年間

の経営成績及び財政状態 

当該会社は設立間もないため、過去の実績はありません 

 

３．株式譲渡の相手先の概要 

（1）名称 トレンダーズ株式会社 

（2）所在地 東京都渋谷区東 3－16－3 

（3）代表者の役職・氏名 代表取締役 社長執行役員 CEO 岡本 伊久男 

（4）事業内容 マーケティング事業およびギフト EC 事業 

（5）資本金 5 億 5,346 万円 

（6）設立年月日 平成 12 年 4 月 

（7）純資産 1,893 百万円 

（8）総資産 2,236 百万円 

（9）大株主及び持ち株比率 岡本 伊久男 
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（10）上場会社と当該会社の

関係 

資本関係 該当事項はありません 

人的関係 該当事項はありません 

取引関係 該当事項はありません 

関連当事者への該

当状況 

該当事項はありません 

 

４．譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況 

（1）異動前の所有株式数 900 株 
（当社グループの所有株式割合 86.5％） 

（2）譲渡株式数 900 株 

（3）譲渡後の所有株式数 0 株 
（当社グループの所有株式割合 0％） 

※譲渡価格は、当事者間の守秘義務により非開示とさせていただきます 

 

５．日程 

（1）取締役会決議日 平成 30 年 4 月 26 日 

（2）契約締結日 平成 30 年 4 月 26 日 

（3）株式譲渡実行日 平成 30 年 5 月  1 日（予定） 

 

６．今後の見通し 

本件による平成 31年 3月期の当社の業績に与える影響は軽微となる見込みです。 

 

以 上
 


